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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】カラーフィルタによる多色表示時の位相差問題
を解消し反射モードにおいて良好な視認性を得られる光
拡散層を有する液晶表示装置とその製造方法の提供。
【解決手段】第１の偏光板とカラーフィルタ層３を有す
る基板と、第1の偏光板と吸収軸方向が９０°異なる第
２の偏光板を有する基板との間に液晶層を挟持して対向
配置された液晶表示装置において、カラーフィルタ層３
は２色以上の、反射部と透過部を含む画素から構成され
、両基板間に液晶固定化層４よりなる位相差薄膜を設け
、前記位相差薄膜は少なくとも１層は各色及び／又は反
射部・透過部に対応する画素領域毎に複屈折率が相違し
、この複屈折率は画素の反射部に対応する領域では式：
０．７５≦Δｎ［ｆｒ］／λｄ［ｆｒ］≦１．３５を満
たし、画素の透過部に対応する領域では式：Δｎ［ｔ］
＜１．２×１０－３を満たす面内複屈折率を有し、画素
の反射部に対応の領域がヘイズ値を有して光を拡散する
。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、視認側となる片面側に第1の偏光板を有し反対面側にカラーフィルタ層を
有する第1の基板と、前記第1の基板と反対の片面側に前記第1の偏光板と吸収軸方向が９
０°異なるように配置された第２の偏光板を有する第２の基板とを有し、前記第1の基板
と前記第２の基板とが、それぞれの前記偏光板のない面側の間に液晶層を挟持して対向し
て配置されている液晶表示装置において、
前記カラーフィルタ層は２色以上の多数の画素から構成され、かつ各画素はそれぞれ反射
部と透過部を含んでなり、
前記第１の基板と前記第２の基板の間に液晶固定化層よりなる位相差薄膜が設けられ、
前記位相差薄膜は少なくとも１層は前記画素のうち、各色および／または反射部・透過部
に対応する領域毎に、前記液晶固定化層の配向の程度が異なることに起因して複屈折率が
相違しており、
前記複屈折率は画素の反射部に対応する領域においては式（１）を満たし、画素の透過部
に対応する領域においては式（２）を満たす面内複屈折率を有しており、
前記画素の反射部に対応する領域がヘイズ値を有して光を拡散することを特徴とする液晶
表示装置。
（１）０．７５≦Δｎ［ｆｒ］／λｄ［ｆｒ］≦１．３５
（ここでλｄ［ｆｒ］＝（ｄ［ｆ１］×λ［ｆ２］）／（ｄ［ｆ２］×λ［ｆ１］））
（２）Δｎ［ｔ］＜１．２×１０－３

（式中、Δｎ［ｆｒ］はある色（以下色１）の画素反射部に対応する領域における面内複
屈折率と任意の他の色（以下色２）の画素反射部に対応する領域における面内複屈折率の
比であり、ｄ［ｆ１］・ｄ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部に対応する領域に
おける位相差層の厚み、λ［ｆ１］・λ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部の色
の中心波長である。また、Δｎ［ｔ］は画素透過部に対応する領域における面内複屈折率
である。）
【請求項２】
　前記反射部に対応する領域のヘイズ値は６０以上であることを特徴とする請求項1に記
載する液晶表示装置。
【請求項３】
　前記面内複屈折率を有する位相差薄膜は、遅相軸の方向がいずれの領域においても略同
一となっていることを特徴とする請求項１に記載する液晶表示装置。
【請求項４】
　前記第１の基板と前記第２の基板に狭持された液晶は、電圧を印加しない時には前記２
枚の基板に対して略垂直に配向していることを特徴とする請求項１に記載する液晶表示装
置。
【請求項５】
　前記位相差薄膜は、サーモトロピック液晶を含む化合物が重合および／または架橋され
て形成されていることを特徴とする請求項１または３に記載する液晶表示装置。
【請求項６】
　請求項１に記載する液晶表示装置の製造方法において、少なくとも、
（ａ）第1の基板上にサーモトロピック液晶を配向させる配向膜を塗布し、前記反射部に
対応する領域に光照射を行なう工程と、
（ｂ）前記第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ少なくとも光によって
重合し得るおよび／または架橋され得る液晶化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物
が所定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程と、
（ｃ）前記第１の基板を、カラーフィルタの各色の所定パターンに対応する領域ごとに異
なる照射量となるように光照射を行なう工程と、
（ｄ）前記第１の基板を、前記液晶化合物の等方相相転移温度以上に加熱する工程と、
（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま
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全面露光する工程と、
（ｆ）前記第１の基板と前記第２の基板を対向させ、液晶化合物を封入する工程と、
を含むことを特徴とする位相差薄膜付き液晶表示装置の製造方法。
【請求項７】
　前記（ｂ）第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ少なくとも光によっ
て重合し得るおよび／または架橋され得る液晶化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合
物が所定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程を、基板全体に当該薄膜の膜厚が
均一となるように行なうことを特徴とする請求項６に記載する液晶表示装置の製造方法。
【請求項８】
　前記（ｂ）第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ少なくとも光によっ
て重合し得るおよび／または架橋され得る化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物が
所定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程を、
第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ光あるいは熱のどちらによっても
重合し得るおよび／または架橋され得る化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物が所
定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程、とし、
前記（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持した
まま全面露光する工程を、
前記第１の基板を、当該液晶化合物の等方相相転移温度以上であってかつ重合および／ま
たは架橋がなされる以上の温度に加熱する工程、としたことを特徴とする請求項６または
７に記載する液晶表示装置の製造方法。
【請求項９】
　前記（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持し
たまま全面露光する工程を、
前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま、前記
（ｃ）工程で最大の照射量で光照射が行なわれた領域以外の部分について光照射を行なう
工程、としたことを特徴とする請求項６または７に記載する液晶表示装置の製造方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載する前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま光照
射を行なう際の照射量を、それぞれの領域において前記（ｃ）工程での光照射を含めた合
計の露光量が前記（ｃ）工程で最大の照射量で光照射が行なわれた領域の露光量と同一に
なるように行なうことを特徴とした液晶表示装置の製造方法。
【請求項１１】
　前記（ａ）工程を行なう前に、第１の基板上にカラーフィルタ層を形成することを特徴
とする請求項６～１０のいずれか1項に記載する液晶表示装置の製造方法。
【請求項１２】
　前記（ｄ）工程を行なった後に、第１の基板上にカラーフィルタ層を形成することを特
徴とする請求項６～１０のいずれか1項に記載する液晶表示装置の製造方法。
【請求項１３】
　前記第１の基板に施す前記（ａ）～（ｅ）工程を、いずれも前記第２の基板に施すもの
とし、当該（ａ）工程を行なう前に、第２の基板上にＴＦＴ層を形成する工程を有するこ
とを特徴とする請求項６～１０のいずれか1項に記載する液晶表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反射型、または半透過型液晶表示装置に関し、特に複屈折率制御インセルカ
ラーフィルタ基板を備えた液晶表示装置およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話などの携帯機器向けの液晶表示装置は、屋外の外光下でも良好な視認性を確保
するために、反射型あるいは一部に反射部を形成した半透過型の液晶表示装置を用いるこ
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とが多い。反射型や半透過型の液晶表示装置の反射部には光反射層が形成されており、入
射した光がこの反射層で反射され反射モードでの画像を表示している。
【０００３】
　この光反射層が平滑な面であると背景等の映り込みが発生し、視認性を低下させてしま
う。したがって光反射層は、入射した光を反射させ、且つ拡散させることで、反射モード
の視認性を上げる必要がある。その方法としては、液晶セル内に金属膜を設けそれを反射
板とし、さらにその金属膜表面を凹凸状に形成することで、反射と拡散を同時に行なう方
法（例えば特許文献１参照）や、パール顔料を含有した合成樹脂を拡散反射板として用い
る方法も提案されている。
【０００４】
　また、光反射層の光拡散ではモアレなどが解消できないとして、光散乱粒子を光透過性
樹脂中に分散させた光拡散樹脂層により２枚の位相差板を接着し、その光散乱樹脂層によ
りモアレを防ぐ技術も提案されている（例えば特許文献２参照）。
【０００５】
　また、反射型や半透過型の液晶表示装置には、反射光を有効に活用するため、吸収型円
偏光板の一部をなす部材としてλ／４位相差フィルムやλ／２位相差フィルムなどが液晶
パネル構成に組み込まれている。
【０００６】
　しかしながら、通常こうした位相差フィルムは位相差値が面内で同一となるため、それ
が組み込まれる液晶表示装置がカラーフィルタ基板によってカラー化されている場合、各
色画素の表示領域を通過する光の波長域が異なることに起因して、適切な位相差制御が困
難となる問題が発生する。
【０００７】
　さらに半透過型液晶表示装置においては、上記したように反射部表示のためにλ／４の
面内位相差を有する位相差フィルムを用いるのであるが、これにより透過部の表示品質を
しばしば損なってしまうという問題もある。この問題は、そもそも透過部にはこうしたλ
／４の面内位相差は必要とされないところ、反射部表示に対応すべく視認側の基板と偏光
板の間にλ／４位相差フィルムが透過部・反射部かかわらず全面に配され、さらに透過部
表示の補償のためバックライト側の基板と偏光板の間にもλ／４位相差フィルムが配され
ることに起因する。すなわち透過部においては、前記２枚のλ／４位相差フィルムの位相
差が厳密に同一であれば原理的に表示品質への影響はないものの、実際には製造上の限界
から両者の位相差にずれを生じ、コントラストを落とす原因となっているのである。
【０００８】
　これらの問題に対してはこれまでに次のような解決法が示されてきた。その方法として
は、（イ）液晶セルの外部の位相差板によって光学補償を行なって問題を解決する方法（
例えば特許文献３参照）や、（ロ）液晶セルの内部に位相差層を設けて光学補償を行ない
問題を解決する方法（例えば特許文献４参照）が知られている。
【０００９】
　しかしながら、これら従来の光拡散層形成法や位相差補償の方法では、上記の問題を容
易かつ十分に解消する方法として不適当であると言わざるを得ない。まず、光拡散層の形
成については、例えば、特許文献１については、表面を凹凸上に形成した金属板を用いる
場合、その凹凸形状を均一に形成することが困難であり、その製造も煩雑となる。また、
パール顔料を用いる方法は誘電体の屈折率差を利用して拡散反射を行なう方法であるが、
パール顔料を含有した合成樹脂を拡散反射板に用いてパネル化した場合、その反射光の拡
散性は高く、拡散された光の一部が空気界面での全反射によりガラス基板内に閉じ込めら
れカラーフィルタ等により吸収されてしまう。その結果パネル表面から放出される光量が
低下するという問題がある。
【００１０】
　また、光拡散樹脂層による方法にも次のような課題が挙げられる。近年の液晶表示装置
は、画素を微細化して高精細化を進めているが、その分その開口率が小さくなり、明るい
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表示が困難となっている。そのため、視認性向上のためにこの光拡散樹脂層のヘイズ値を
高める必要があるが、光散乱粒子の含有量を高めてヘイズ値を高めようとすると、光散乱
粒子の分散性が低下しヘイズ値の低下が起こる。また、光散乱粒子の含有量を多くすると
、接着強度が低下し位相差板同士の接着が行なえなくなるという問題がある。
【００１１】
　また、従来の位相差補償の方法については以下のような課題があげられる。前述した解
決法（イ）の例として特許文献３が挙げられるが、特許文献３では位相差板をカラーフィ
ルタ基板とは別個に設け、「この位相差板がカラー表示を形成する３基本色の画素に対応
して異なる位相差３領域を分布」させている。しかし、当該方法によると、カラーフィル
タ基板と位相差基板とに距離が生じるため、特に斜め方向の表示において正確に光学補償
を行なうことは難しい。
【００１２】
　また、前述した解決法（ロ）の例として、膜厚が異なるあるいは種類の異なる重合型液
晶材料を成膜することで、３色の表示画素に対応するように位相差量を持たせた位相差素
子が開示されている（例えば、特許文献４参照。）。特許文献４において、位相差層の膜
厚を領域ごとに異ならせる手段としては、重合型の液晶材料を成膜し、これに紫外線等の
放射線を領域ごとに照射量を変えて露光し、有機溶媒で現像する方法が示されている。し
かしこの方法では特に未硬化成分が薄膜に残る場合において最終的な膜厚は現像の条件に
よっても大きく左右されるため、露光時の照射量を制御することで安定して所望の膜厚を
得ることは非常に難しい。また、種類の異なる重合型液晶材料をフォトリソグラフィー法
や印刷法等を用いてパターニングする場合、その種類ごとに工程が必要となるため、容易
にこれを製造することは望めない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２００8－１４５５２４号公報
【特許文献２】特開２００２－２７７８７６号公報
【特許文献３】特許第３６８７８６２号公報特開
【特許文献４】特開２００４－１９１８３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は上記問題を解決するためになされたものであり、カラーフィルタによって多色
表示を行なった際に生じる位相差問題を解消することができ、また反射モードにおいて良
好な視認性を得られる光拡散層を有する液晶表示装置と、それを容易にかつ高品質で製造
する方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記の課題を解決するための手段として、本発明の請求項１に係る発明は、
少なくとも、視認側となる片面側に第1の偏光板を有し反対面側にカラーフィルタ層を有
する第1の基板と、前記第1の基板と反対の片面側に前記第1の偏光板と吸収軸方向が９０
°異なるように配置された第２の偏光板を有する第２の基板とを有し、前記第1の基板と
前記第２の基板とが、それぞれの前記偏光板のない面側の間に液晶層を挟持して対向して
配置されている液晶表示装置において、
前記カラーフィルタ層は２色以上の多数の画素から構成され、かつ各画素はそれぞれ反射
部と透過部を含んでなり、
前記第１の基板と前記第２の基板の間に液晶固定化層よりなる位相差薄膜が設けられ、
前記位相差薄膜は少なくとも１層は前記画素のうち、各色および／または反射部・透過部
に対応する領域毎に、前記液晶固定化層の配向の程度が異なることに起因して複屈折率が
相違しており、
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前記複屈折率は画素の反射部に対応する領域においては式（１）を満たし、画素の透過部
に対応する領域においては式（２）を満たす面内複屈折率を有しており、
前記画素の反射部に対応する領域がヘイズ値を有して光を拡散することを特徴とする液晶
表示装置である。
（１）０．７５≦Δｎ［ｆｒ］／λｄ［ｆｒ］≦１．３５
（ここでλｄ［ｆｒ］＝（ｄ［ｆ１］×λ［ｆ２］）／（ｄ［ｆ２］×λ［ｆ１］））
（２）Δｎ［ｔ］＜１．２×１０－３

（式中、Δｎ［ｆｔ］はある色（以下色１）の画素反射部に対応する領域における面内複
屈折率と任意の他の色（以下色２）の画素反射部に対応する領域における面内複屈折率の
比であり、ｄ［ｆ１］・ｄ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部に対応する領域に
おける位相差層の厚み、λ［ｆ１］・λ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部の色
の中心波長である。また、Δｎ［ｔ］は画素透過部に対応する領域における面内複屈折率
である。）
　また、本発明の請求項２に係る発明は、前記反射部に対応する領域のヘイズ値は６０以
上であることを特徴とする請求項1に記載する液晶表示装置である。
【００１６】
　また、本発明の請求項３に係る発明は、前記面内複屈折率を有する位相差薄膜は、遅相
軸の方向がいずれの領域においても略同一となっていることを特徴とする請求項１に記載
する液晶表示装置である。
【００１７】
　また、本発明の請求項４に係る発明は、前記第１の基板と前記第２の基板に狭持された
液晶は、電圧を印加しない時には前記２枚の基板に対して略垂直に配向していることを特
徴とする請求項１に記載する液晶表示装置である。
【００１８】
　また、本発明の請求項５に係る発明は、前記位相差薄膜は、サーモトロピック液晶を含
む化合物が重合および／または架橋されて形成されていることを特徴とする請求項１また
は３に記載する液晶表示装置である。
【００１９】
　次に、本発明の請求項６に係る発明は、請求項１に記載する液晶表示装置の製造方法で
あって、少なくとも、
（ａ）第1の基板上にサーモトロピック液晶を配向させる配向膜を塗布し、前記反射部に
対応する領域に光照射を行なう工程と、
（ｂ）前記第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ少なくとも光によって
重合し得るおよび／または架橋され得る液晶化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物
が所定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程と、
（ｃ）前記第１の基板を、カラーフィルタの各色の所定パターンに対応する領域ごとに異
なる照射量となるように光照射を行なう工程と、
（ｄ）前記第１の基板を、前記液晶化合物の等方相相転移温度以上に加熱する工程と、
（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま
全面露光する工程と、
（ｆ）前記第１の基板と前記第２の基板を対向させ、液晶化合物を封入する工程と、
を含むことを特徴とする位相差薄膜付き液晶表示装置の製造方法である。
【００２０】
　また、本発明の請求項７に係る発明は、前記（ｂ）第１の基板上に、サーモトロピック
液晶性を示し、かつ少なくとも光によって重合し得るおよび／または架橋され得る液晶化
合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物が所定の方向に配向された状態の薄膜を形成す
る工程を、基板全体に当該薄膜の膜厚が均一となるように行なうことを特徴とする請求項
６に記載する液晶表示装置の製造方法である。
【００２１】
　また、本発明の請求項８に係る発明は、前記（ｂ）第１の基板上に、サーモトロピック
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液晶性を示し、かつ少なくとも光によって重合し得るおよび／または架橋され得る化合物
を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物が所定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工
程を、
第１の基板上に、サーモトロピック液晶性を示し、かつ光あるいは熱のどちらによっても
重合し得るおよび／または架橋され得る化合物を含む溶液を塗布し、前記液晶化合物が所
定の方向に配向された状態の薄膜を形成する工程、とし、
前記（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持した
まま全面露光する工程を、
前記第１の基板を、当該液晶化合物の等方相相転移温度以上であってかつ重合および／ま
たは架橋がなされる以上の温度に加熱する工程、としたことを特徴とする請求項６または
７に記載する液晶表示装置の製造方法である。
【００２２】
　また、本発明の請求項９に係る発明は、前記（ｅ）前記第１の基板を、前記液晶化合物
が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま全面露光する工程を、
前記第１の基板を、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま、前記
（ｃ）工程で最大の照射量で光照射が行なわれた領域以外の部分について光照射を行なう
工程、としたことを特徴とする請求項６または７に記載する液晶表示装置の製造方法であ
る。
【００２３】
　また、本発明の請求項１０に係る発明は、請求項９に記載する前記液晶化合物が等方相
に保たれる以上の温度に維持したまま光照射を行なう際の照射量を、それぞれの領域にお
いて前記（ｃ）工程での光照射を含めた合計の露光量が前記（ｃ）工程で最大の照射量で
光照射が行なわれた領域の露光量と同一になるように行なうことを特徴とした液晶表示装
置の製造方法である。
【００２４】
　また、本発明の請求項１１に係る発明は、前記（ａ）工程を行なう前に、第１の基板上
にカラーフィルタ層を形成することを特徴とする請求項６～１０のいずれか1項に記載す
る液晶表示装置の製造方法である。
【００２５】
　また、本発明の請求項１２に係る発明は、前記（ｄ）工程を行なった後に、第１の基板
上にカラーフィルタ層を形成することを特徴とする請求項６～１０のいずれか1項に記載
する液晶表示装置の製造方法である。
【００２６】
　また、本発明の請求項１３に係る発明は、前記第１の基板に施す前記（ａ）～（ｅ）工
程を、いずれも前記第２の基板に施すものとし、当該（ａ）工程を行なう前に、第２の基
板上にＴＦＴ層を形成する工程を有することを特徴とする請求項６～１０のいずれか1項
に記載する液晶表示装置の製造方法である。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明の液晶表示装置に係るカラーフィルタ基板によれば、少なくとも１層の光学異方
性を有する液晶固定化層をインセル化してカラーフィルタ基板上に形成したことにより、
別途位相差フィルム等を設けることなく、課題であった位相差の問題を解消することがで
き、また光学異方性を有する液晶固定化層によって、色毎に所定の面内位相差を形成でき
ることできた。また、反射部に対応する領域の液晶固定化層にヘイズ値を付与することに
より、新たな材料を用いることなく光拡散層を形成できた。このヘイズ値は照射する光の
強度により制御可能である。
【００２８】
　また、本発明の液晶表示装置の製造方法によれば、非偏向並行光露光ならびに熱を併用
することにより、上記面内位相差が色毎に所定の値を有しており、また反射部に対応する
領域に所定のヘイズ値を付与したカラーフィルタ基板を容易にかつ高品質で製造すること
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が可能となる。以上より、多色のカラーフィルタ基板を使用した場合においても高品質な
反射型、半透過型映像表示装置を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】色着色組成物１より得られた透過部赤色画素の分光透過率。
【図２】緑色着色組成物１より得られた透過部緑色画素の分光透過率。
【図３】青色着色組成物１より得られた透過部青色画素の分光透過率。
【図４】赤色着色組成物２より得られた反射部赤色画素の分光透過率。
【図５】緑色着色組成物２より得られた反射部緑色画素の分光透過率。
【図６】青色着色組成物２より得られた反射部青色画素の分光透過率。
【図７】本発明の液晶表示装置に用いるカラーフィルタ基板の一例についての概略模式図
。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　液晶表示装置を構成する表示パネルは、２枚の透明基板の間に液晶材料を封入した構造
である。本発明の液晶表示装置では、いずれか一方が第１の基板であり、これに対向する
基板が第２の基板である。それらの透明基板の相互に対向する２つの面（対向面）のうち
、一方の面側にはブラックマトリックス、カラーフィルタ、対向電極及び配向膜等を通常
形成し、また他方の面側にはＴＦＴ（薄膜トランジスタ）、画素電極及び配向膜等を形成
することができる。更に各透明基板の対向面と反対側の面には、それぞれ偏光板が貼り付
けられている。これらの２枚の偏光板は、通常は偏光板の偏光軸が互いに直交（それぞれ
の吸収方向軸のなす角度が９０度となる）するように配置される。偏光板を互いに並行に
配置する構成によっても、本発明の趣旨を満たす液晶表示装置を得ることが可能であるが
、この構成では黒表示の漏れ光が増大し表示品質が低下するため、あまり採用されない。
２枚の基板の間に液晶を封入する方法として、ディップ注入法と滴下注入法とが知られて
いる。なお、本発明ではＴＦＴ、画素電極、対向電極、配向膜、偏光板等の構成について
は、例えば特許第３８７４８９５号公報に記載されている公知の構成を脚用することがで
きる。
【００３１】
　本発明の液晶表示装置の一部分を構成する、平面体に液晶固定化層、すなわち液晶性を
示す化合物を含んだ溶液を重合および／または架橋してなる薄膜が形成された基板につい
て説明する。このような基板については、カラーフィルタ基板、ＴＦＴ基板のみならず、
液晶固定化層それ自体を自己保持型の位相差基板、位相差フィルムとして用いることも可
能である。また平面体として用いる材料としては、ガラス、プラスチック、フィルム基材
等を挙げることができる。以下の説明では一例として、表示画素を形成したカラーフィル
タ層上に上記液晶性化合物を積層して液晶固定化層を形成したカラーフィルタ基板を挙げ
て記述する。
【００３２】
　図７は、本発明の液晶表示装置の一部分を構成するカラーフィルタ基板の一形態（部分
）を概略模式的に示したものである。このカラーフィルタ基板は、ガラス基板の上にカラ
ーフィルタ層、液晶固定化層（位相差薄膜）が積層される構成となっており、当該位相差
薄膜は面内に複数の領域を有していて、それぞれ液晶化合物層の配向の程度が異なる状態
で重合および／または架橋され固定化されている。例えば領域Ｒ（４ａ）はほぼ完全に配
向した状態であり複屈折性が最も強く発現されていて、領域Ｇ（４ｂ）は領域Ｒよりは配
向の程度が低い状態であり複屈折性は比較的弱く、領域Ｂ（４ｃ）は領域Ｇよりさらに配
向の程度が低い状態であり複屈折性が最もない。上記のように配向の程度については、複
屈折率の変化により推測することができる。
【００３３】
　液晶固定化層の配向の程度が各々異なることにより、当該領域の複屈折率も各々異なる
結果となり、ひいては位相差の量もそれぞれ別個の値となる。なおここではカラーフィル
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タ基板の構成について、カラーフィルタ層と液晶固定化層が順に積層されるとしたが、液
晶固定化層はカラーフィルタ層の下に設けてもよいし、カラーフィルタ層のみの構成とし
てもよい。カラーフィルタ層の下に液晶固定化層を設ける場合、ガラス基板／液晶固定化
層／ブラックマトリックス／着色組成物層の順としても、ガラス基板／ブラックマトリッ
クス／液晶固定化層／着色組成物層の順としてもよく、またカラーフィルタ層のみの構成
とする場合は対向する基板（通常はＴＦＴ基板）に位相差薄膜を設けることができる。さ
らにまた、カラーフィルタ基板に位相差薄膜を設け、対向する基板にも位相差薄膜を設け
る構成としてももちろんよい。
【００３４】
　なお、本発明において「配向の程度」とは、面内の領域それぞれにおけるものを形容す
るのであって、必ずしも厚み方向で配向度が一定であることを意味しない。例えばある領
域においては、下面付近はより配向の揃った状態、上面付近はより無配向に近い状態、な
どとなっていてもよい。この場合「配向の程度」はおおよそ厚み方向の配向度の平均を示
すことになる。
【００３５】
　発現させる位相差の種類、すなわち本発明においては液晶の配向の種類となるが、これ
は特に限定されない。例えば棒状液晶が面内に水平となるように揃うホモジニアス配向で
得られる正のＡプレート、同じく面に対して垂直となるように揃うホメオトロピック配向
で得られる正のＣプレート、面内に水平となりかつ螺旋を巻いたコレステリック配向で得
られる負のＣプレート、円盤状液晶にあっては面に対して垂直となるように揃うホメオト
ロピック配向で得られる負のＡプレート、面内に水平となるように揃うホモジニアス配向
で得られる正のＣプレートなどが挙げられるが、これらに限らず、棒状液晶が面内に水平
となりかつ螺旋を巻いていて方位角が偏向した２軸性（正のＡプレート／負のＣプレート
複合）のものなど、存在し得るあらゆる配向に本発明は適用可能である。
【００３６】
　本発明において位相差薄膜は複数層から構成されてもよい。この位相差薄膜のうち少な
くとも１層が、画素の反射部に対応する領域においては式（１）を、画素の透過部に対応
する領域においては式（２）を満たす面内複屈折率を有している場合、画素に反射部と透
過部を含むカラーフィルタを用いた半透過型の液晶表示装置において、上記位相差の問題
をより適切に補償できる。
式（１）０．７５≦Δｎ［ｆｒ］／λｄ［ｆｒ］≦１．３５
（ここでλｄ［ｆｒ］＝（ｄ［ｆ１］×λ［ｆ２］）／（ｄ［ｆ２］×λ［ｆ１］））
式（２）Δｎ［ｔ］＜１．２×１０－３

（式中、Δｎ［ｆｒ］はある色（以下色１）の画素反射部に対応する領域における面内複
屈折率と任意の他の色（以下色２）の画素反射部に対応する領域における面内複屈折率の
比であり、ｄ［ｆ１］・ｄ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部に対応する領域に
おける位相差層の厚み、λ［ｆ１］・λ［ｆ２］はそれぞれ色１・色２の画素反射部の色
の中心波長である。また、Δｎ［ｔ］は画素透過部に対応する領域における面内複屈折率
である。）
　本発明の液晶表示装置に係るの位相差薄膜は、領域ごとに液晶固定化層の複屈折率を異
ならしめることでその位相差を所望の値に制御しようとするものであるから、別個の位相
差量を有する領域であっても、当該層の膜厚を違える必要はない。従って、複数の領域が
いずれも略同一の膜厚、すなわち位相差薄膜全域で膜厚を等しくすることが可能である。
もちろん、領域ごとに膜厚を異ならせる設計としてもよい。
【００３７】
　また、本発明に係る位相差薄膜は、光学補償だけでなく反射部に対応する光拡散層も兼
ねているため、光拡散層のために新たな材料を用いて新しい層を設ける必要が無い。
【００３８】
　本発明に係るカラーフィルタ基板を得る手段は種々考えられるが、カラーフィルタ層の
形成方法については、既存のカラーフィルタの製造法を用いることが可能である。透明基
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板上に着色画素やブラックマトリックスを形成する方法としては顔料分散法が主流となっ
ている。顔料分散法は、有機顔料などの色材を分散した着色感光性樹脂の塗布層を公知の
フォトリソグラフィー法によってパターニングすることにより、カラーフィルタを複数の
着色層（赤色、緑色、青色など）の画素に形成する方法である。
【００３９】
　本発明に関連するカラーフィルタにおけるカラーフィルタ層は、上記方法の他にインキ
ジェット法、電着法、転写法などにより製造することができる。なおインキジェット法は
、平面体上に形成したブラックマトリックスで区切られた領域に、各色インキを微細ノズ
ルによって吐出着弾させて表示画素を形成する方法である。電着法は、平面体上に形成し
た透明導電膜を利用して、コロイド粒子の電気泳動により各色表示画素を透明導電膜の上
に電着形成する方法である。また、転写法は剥離性の転写ベースシートの表面に、あらか
じめカラーフィルタ層を形成しておき、このカラーフィルタ層を所望の平面体に転写させ
る方法である。
【００４０】
　次に、本発明の液晶固定化層を得る方法を説明する。その手段についてはカラーフィル
タ層を形成する場合と同様に種々考えられるが、基板の上にサーモトロピック液晶性を示
し、かつ光によって重合し得るおよび／または架橋され得る化合物を含む溶液を塗布し、
露光と加熱を併用して硬化させるというものが簡便である。
【００４１】
　溶液は、上記液晶化合物および溶剤の他、キラル剤、光重合開始剤、熱重合開始剤、増
感剤、連鎖移動剤、多官能モノマーあるいはオリゴマー、樹脂、界面活性剤、貯蔵安定剤
、密着向上剤その他必要な材料を、当該液晶化合物が液晶性を失わない範囲で加えること
ができる。
【００４２】
　上記サーモトロピック液晶の例として、例えば、アルキルシアノビフェニル、アルコキ
シビフェニル、アルキルターフェニル、フェニルシクロヘキサン、ビフェニルシクロヘキ
サン、フェニルビシクロヘキサン、ピリミジン、シクロヘキサンカルボン酸エステル、ハ
ロゲン化シアノフェノールエステル、アルキル安息香酸エステル、アルキルシアノトラン
、ジアルコキシトラン、アルキルアルコキシトラン、アルキルシクロヘキシルトラン、ア
ルキルビシクロヘキサン、シクロヘキシルフェニルエチレン、アルキルシクロヘキシルシ
クロヘキセン、アルキルベンズアルデヒドアジン、アルケニルベンズアルデヒドアジン、
フェニルナフタレン、フェニルテトラヒドロナフタレン、フェニルデカヒドロナフタレン
、トリフェニレン、ペンタエチニルベンゼンおよびこれらの誘導体、ならびに前記化合物
のアクリレート等を挙げることができる。
【００４３】
　光重合開始剤、増感剤、連鎖移動剤、多官能モノマーあるいはオリゴマー、樹脂、界面
活性剤、貯蔵安定剤、密着向上剤などは、前記した、既存のカラーフィルタの製造法での
着色組成物に用いる化合物と同様のものを使用することができる。溶剤もまた前記した着
色組成物に用いる場合と同様のものを使用することができる。
【００４４】
　次にこの溶液を平面体上に塗布する。この際、平面体表面には予め配向能を有する膜を
形成しておく。塗布には、スピンコート法、スリットコート法、凸版印刷法、スクリーン
印刷、平版印刷、反転印刷、グラビア印刷その他の印刷方法又はこれらの印刷法にオフセ
ット方式を組み合わせた方法、インキジェット法、バーコート法その他既知の成膜法が適
用可能である。その後、反射部に対応する領域に光照射を行なう。本発明において「光」
とは紫外線や電子線、可視光線、赤外線等の放射線のうち１種類あるいは複数種類を指し
、以後「光によって重合」「光重合性」等の表現は同様に前記放射線のうち１種類あるい
は複数種類に関する特性を意味したものである。この光照射を行なうことで、液晶固定化
層の液晶材料を積層した際に反射部に対応する領域にヘイズ値を付与することができる。
【００４５】
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　平面体の種類は特に限定されるものではないが、本発明の液晶表示装置に液晶固定化層
が形成された基板を組み込んで使用する場合、平面体は、ガラス板あるいは樹脂板、また
はそれらに表示画素を形成したカラーフィルタ基板や駆動素子を形成したＴＦＴ基板等の
光透過性基板が好適である。その他、平面体としてプラスチックフィルム等の光透過性フ
ィルム等を用いることも可能である。
【００４６】
　続いて、成膜された溶液を乾燥させて、液晶化合物層を形成したのち、領域ごとに異な
る照射量でパターン露光を行なう。これによって、液晶が重合しおよび／または架橋され
るに充分な量の光が照射された領域はその配向の状態を保ったまま固定化され、それより
も少ない量の光が照射された領域は未硬化成分を残し一部が固定化され、光が照射されな
かった領域は全てが未反応の状態のままとなる。
【００４７】
　このように領域によって異なる照射量で露光された基板を、当該液晶化合物の等方相相
転移温度以上に加熱する。すると、液晶化合物層のうち光が照射されなかった領域は等方
相に転移して実質的に無配向状態となり、不充分な量の光が照射された領域はその照射量
に応じて残る未硬化成分の配向が乱れて低配向状態となる。充分な量の光が照射された領
域は配向を保って固定化されたままの状態、すなわち高配向状態となる。
【００４８】
　最後に、当該液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま、基板の全面露
光を行なうと、無配向状態の領域、低配向状態の領域、高配向状態の領域がそのまま重合
しおよび／または架橋され、固定化される。これによって領域ごとに配向の程度が異なっ
た位相差薄膜が得られる。液晶化合物のうち一部は、等方相が保たれる温度の下限が等方
相相転移温度より低いため、このような液晶化合物を使用する場合に全面露光時の温度は
先に加熱を実施した時点の温度より低くてもよいが、通常は薄膜を等方相相転移温度以上
に加熱し、その温度を保ったまま全面露光するのが簡便である。なおこの全面露光におい
ては、当該液晶化合物が重合しおよび／または架橋されるに充分な量の光を照射する。
【００４９】
　本発明に関連する液晶固定化層が形成された基板を得る別の手段としては、前記液晶溶
液に使用する液晶を、サーモトロピック液晶性を示し、かつ光あるいは熱のどちらによっ
ても重合し得るおよび／または架橋され得る化合物とし、同様に塗布工程、パターン露光
工程、加熱工程、全面露光工程を少なくとも経る方法も有効である。この場合、全面露光
工程のあとに、当該液晶化合物が重合および／または架橋される以上の温度に加熱するこ
とで、硬化をさらに進行させてより強固な薄膜とすることも可能である。
【００５０】
　本発明に関連する液晶固定化層が形成された基板を得るさらに別の手段としては、前記
２番目の製造方法において、塗布工程、パターン露光工程、加熱工程を同様に行ない、続
いて全面露光工程に代えて、当該液晶化合物の等方相相転移温度以上であって、かつ重合
および／または架橋がなされる以上の温度に加熱する方法も有効である。この場合は連続
する２つの加熱工程において、まず、光が照射されなかった領域は等方相に転移して実質
的に無配向状態に、不充分な量の光が照射された領域はその照射量に応じて残る未硬化成
分の配向が乱れて低配向状態に、充分な量の光が照射された領域は、加熱によっても配向
を乱すことなく、配向状態を保って固定化されたまま高配向状態になり、続いて各々その
状態を保ったまま重合および／または架橋が進行する。
【００５１】
　なお、前記液晶化合物が等方相に保たれる以上の温度に維持したまま、基板を追加で露
光して当該液晶化合物を重合および／または架橋させようとする場合、それ以前の工程で
前記パターン露光を行なった際に最大の照射量で光照射が行なわれた領域以外の部分につ
いて、露光過多にならぬよう照射量を調節しながら光照射を行なうこともできる。もちろ
ん、このような方法は前記全面露光を行なう場合に比べて工程が複雑にはなるが、過露光
によって液晶化合物に好ましくない反応が発生することが懸念されるような場合、それを
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抑制する効果的な手段となる。
【００５２】
　前記領域ごとに異なる量の光を照射する手段としては、複数のフォトマスクを使用して
複数回の露光を行なう方法、同一のフォトマスクを使用してこれを移動させながら複数回
の露光を行なう方法、光の透過率の異なる複数の領域を持つハーフトーンマスクを使用す
る方法、露光機の解像度以下のスリットを有する部分によってなる複数の領域を持つグレ
イトーンマスクを使用する方法、光の透過波長の異なる複数の領域を持つ波長制限マスク
を使用する方法、電子ビーム等の光束を走査して描画する方法、あるいはその組み合わせ
等が考えられるが、これらに限定されず、所望する領域に必要なだけの光を照射できる方
法であればどのようなものでもかまわない。
【００５３】
　上記した複数種類の製造方法いずれにおいても、パターン露光における光照射量の多少
がそのまま複屈折率の多少に単純比例するわけでは必ずしもない。しかしながら照射量を
変えて露光したのちに現像することで膜厚を制御しようとする方法等とは異なり、領域は
現像工程等の　　いわゆるウェット工程を経ずに形成されるため、同一の材料を使用する
限り光照射量に対する複屈折率発現量の再現性は高く、従って所望の位相差を得るために
必要な条件を見出すのは容易であり、安定した製造を行なうこともまた難しいことではな
い。
【実施例】
【００５４】
　以下、本発明の具体的実施例について説明する。なお、本発明は以下の説明に限定され
るものではない。また、本発明で用いる材料は光に対して極めて敏感であるため、自然光
などの不要な光による感光を防ぐ必要があり、全ての作業を黄色、または赤色灯下で行な
うことは言うまでもない。なお、実施例および比較例中、「部」とは「質量部」を意味す
る。
【００５５】
　まず、実施例でカラーフィルタ層を形成するのに用いたアルカリ現像型着色組成物およ
びそれに使用されるアクリル樹脂溶液、顔料分散液、ならびに顔料分散液の原料となるソ
ルトミリング処理顔料の製造について説明する。
【００５６】
　（アクリル樹脂溶液１の調製）
反応容器にシクロヘキサノン３７０部を入れ、容器に窒素ガスを注入しながら８０℃に加
熱して、同温度で下記モノマーおよび熱重合開始剤の混合物を１時間かけて滴下して重合
反応を行なった。
【００５７】
　メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
　メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　ｎ－ブチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　２－ヒドロキシエチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　１５．０部
　２，２’－アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　４．０部
滴下終了後、さらに８０℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル１．０部
をシクロヘキサノン５０部に溶解させたものを添加し、さらに８０℃で１時間反応を続け
て、アクリル樹脂の溶液を得た。アクリル樹脂の質量平均分子量は、約４００００であっ
た。室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥
して不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０質量％になるようにシク
ロヘキサノンを添加してアクリル樹脂溶液１を調製した。
【００５８】
　（アクリル樹脂溶液２の調製）
反応容器にシクロヘキサノン３７０部を入れ、容器に窒素ガスを注入しながら８０℃に加
熱して、同温度で下記モノマーおよび熱重合開始剤の混合物を１時間かけて滴下して重合
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反応を行なった。
【００５９】
　メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
　メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　ｎ－ブチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５．０部
　２－ヒドロキシエチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　１５．０部
　２，２’－アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　４．０部
　パラクミルフェノールエチレンオキサイド変性アクリレート　　　２０．０部
　（東亜合成株式会社製「アロニックスＭ１１０」）
滴下終了後、さらに８０℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル１．０部
をシクロヘキサノン５０部に溶解させたものを添加し、さらに８０℃で１時間反応を続け
て、アクリル樹脂の溶液を得た。アクリル樹脂の質量平均分子量は、約４００００であっ
た。室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥
して不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０質量％になるようにシク
ロヘキサノンを添加してアクリル樹脂溶液２を調製した。
【００６０】
　（アクリル樹脂溶液３の調製）
反応容器にシクロヘキサノン５６０部を入れ、容器に窒素ガスを注入しながら８０℃に加
熱して、同温度で下記モノマーおよび熱重合開始剤の混合物を１時間かけて滴下して重合
反応を行った。
【００６１】
　メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３．０部
　ｎ－ブチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５．０部
　２－ヒドロキシエチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　７０．５部
　２，２’－アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　８．０部
滴下終了後、さらに１００℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル１．０
部をシクロヘキサノン５５部に溶解させたものを添加し、さらに８０℃で１時間反応を続
けて、共重合体溶液を得た。
次に、得られた共重合体溶液３３８部に対して、下記化合物の混合物を７０℃で３時間か
けて滴下した。
【００６２】
　２－メタクロイルエチルイソシアネート　　　　　　　　　　　　３２．０部
　ラウリン酸ジブチル錫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０．０部
室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥して
不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０質量％になるようにシクロヘ
キサノンを添加してアクリル樹脂溶液３を調製した。得られたアクリル樹脂の質量平均分
子量は２００００、二重結合当量は４７０であった。
【００６３】
　（アクリル樹脂溶液４の調製）
反応容器にシクロヘキサノン５６０部を入れ、容器に窒素ガスを注入しながら８０℃に加
熱して、同温度で下記モノマーおよび熱重合開始剤の混合物を１時間かけて滴下して重合
反応を行った。
【００６４】
　メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３．０部
　ｎ－ブチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．０部
　２－ヒドロキシエチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　７０．５部
　２，２’－アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　８．０部
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　パラクミルフェノールエチレンオキサイド変性アクリレート　　　２０．０部
　（東亜合成株式会社製「アロニックスＭ１１０」）
滴下終了後、さらに１００℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル１．０
部をシクロヘキサノン５５部に溶解させたものを添加し、さらに８０℃で１時間反応を続
けて、共重合体溶液を得た。
次に、得られた共重合体溶液３３８部に対して、下記化合物の混合物を７０℃で３時間か
けて滴下した。
【００６５】
　２－メタクロイルエチルイソシアネート　　　　　　　　　　　　３２．０部
　ラウリン酸ジブチル錫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０．０部
室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥して
不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０質量％になるようにシクロヘ
キサノンを添加してアクリル樹脂溶液４を調製した。得られたアクリル樹脂の質量平均分
子量は２００００、二重結合当量は４７０であった。
【００６６】
　（赤色ソルトミリング処理顔料の製造）
赤色顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　２５４、チバ・スペシャリティー・ケミカ
ルズ株式会社製「イルガフォアレッドＢ－ＣＦ」）２００部、塩化ナトリウム１４００部
、およびジエチレングリコール３６０部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製
）に仕込み、８０℃で６時間混練した。次に、この混練物を８リットルの温水に投入し、
８０℃に加熱しながら２時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗を繰り返して塩化ナト
リウム及びジエチレングリコールを除いた後、８５℃で一昼夜乾燥し、１９０部の「Ｐ．
Ｒ．２５４処理顔料」を得た。
【００６７】
　（緑色ソルトミリング処理顔料製造）
顔料を前記赤色顔料から緑色顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　３６、東洋イ
ンキ製造株式会社製「リオノールグリーン　６ＹＫ」）に置き換えた以外は、赤色ソルト
ミリング処理顔料の製造と同様にして「Ｐ．Ｇ．３６処理顔料」を得た。
【００６８】
　（黄色ソルトミリング処理顔料製造）
顔料を前記赤色顔料から黄色顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１３８、東
洋インキ製造株式会社製「リオノールエロー　１０３０」）に置き換えた以外は、赤色ソ
ルトミリング処理顔料の製造と同様にして「Ｐ．Ｙ．１３８処理顔料」を得た。
【００６９】
　（青色ソルトミリング処理顔料製造例）
顔料を前記赤色顔料から青色顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：６、ＢＡ
ＳＦ社製「ヘリオゲンブルーＬ－６７００Ｆ」）に置き換えた以外は、赤色ソルトミリン
グ処理顔料の製造と同様にして「Ｐ．Ｂ．１５：６処理顔料」を得た。
【００７０】
　（紫色ソルトミリング処理顔料製造例）
顔料を前記赤色顔料から紫色顔料（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　２３、東洋
インキ製造株式会社製「リオノゲンバイオレット　Ｒ６２００」）に置き換えた以外は、
赤色ソルトミリング処理顔料の製造と同様にして「Ｐ．Ｖ．２３処理顔料」を得た。
【００７１】
　（赤色顔料分散液の製造）
下記の組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
て、アイガーミルで１０時間分散した後、１．０μmのフィルタで濾過し、赤色顔料分散
液を作製した。
【００７２】
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　Ｐ．Ｒ．２５４処理顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　分散助剤（アビシア社製「ソルスパーズ２００００」） 　　　　　　１．０部
　アクリル樹脂溶液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　（緑色顔料分散液の製造）
下記の組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
て、アイガーミルで１０時間分散した後、１．０μmのフィルタで濾過し、緑色顔料分散
液を作製した。
【００７３】
　Ｐ．Ｇ．３６処理顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　分散助剤（アビシア社製「ソルスパーズ２００００」） 　　　　　　１．０部
　アクリル樹脂溶液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　（黄色顔料分散液の製造）
下記の組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
て、アイガーミルで10時間分散した後、1.0μｍのフィルタで濾過し、黄色顔料分散液を
作製した。
【００７４】
　Ｐ．Ｙ．１３８処理顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　分散助剤（アビシア社製「ソルスパーズ２００００」） 　　　　　　１．０部
　アクリル樹脂溶液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　（青色顔料分散液の製造）
下記の組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
て、アイガーミルで１０時間分散した後、１．０μmのフィルタで濾過し、青色顔料分散
液を作製した。
【００７５】
　Ｐ．Ｂ．１５：６処理顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　分散助剤（ビックケミー社製「ＢＹＫ１１１」） 　　　　　　　　　１．０部
　アクリル樹脂溶液２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　（紫色顔料分散液の製造）
下記の組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径０．５ｍｍのジルコニアビーズを用い
て、アイガーミルで１０時間分散した後、１．０μmのフィルタで濾過し、青色顔料分散
液を作製した。
【００７６】
　Ｐ．Ｖ．２３処理顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
　分散助剤（ビックケミー社製「ＢＹＫ１１１」） 　　　　　　　　　１．０部
　アクリル樹脂溶液２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４．０部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．０部
　（赤色着色組成物１の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型赤色着色組成物１を作製した。
【００７７】
　赤色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５．０部
　アクリル樹脂溶液３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
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　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．０部
　（赤色着色組成物２の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型赤色着色組成物２を作製した。
【００７８】
　赤色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３．０部
　アクリル樹脂溶液３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　（緑色着色組成物１の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型緑色着色組成物１を作製した。
【００７９】
　緑色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３．０部
　黄色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２．０部
　アクリル樹脂溶液３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０部
　（緑色着色組成物２の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型緑色着色組成物２を作製した。
【００８０】
　緑色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．５部
　黄色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．５部
　アクリル樹脂溶液３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．０部
　（青色着色組成物１の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型青色着色組成物１を作製した。
【００８１】
　青色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５．０部
　紫色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
　アクリル樹脂溶液４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
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　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．０部
　（青色着色組成物２の製造）
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合した後、０．６μmのフィルタで濾過して
、アルカリ現像型青色着色組成物を作製した。
【００８２】
　青色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２．５部
　紫色顔料分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５部
　アクリル樹脂溶液４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２．０部
　トリメチロールプロパントリアクリレート　　　　　　　　　　　　３．５部
　（新中村化学株式会社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．２部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　増感剤（保土ヶ谷化学株式会社製「ＥＡＢ－Ｆ」） 　　　　　　　　０．３部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７．０部
　＜実施例１＞
（透過部画素の形成）
上記で得られた赤色着色組成物１を、ガラス基板にスピンコーターで塗布した後に、クリ
ーンオーブン中７０℃で２０分間加熱乾燥し塗布基板を得た。この基板を室温まで冷却後
、超高圧水銀灯を用い、フォトマスクを介して紫外線を露光した。その後、この基板を２
３℃の炭酸ナトリウム水溶液を用いてスプレー現像した後、イオン交換水で洗浄し、風乾
した。さらに、クリーンオーブン中で、２３０℃で３０分間焼成を行ない、基板上に透過
部赤色画素を形成した。次に緑色着色組成物１を使用して同様に透過部緑色画素を形成し
、さらに青色着色組成物１を使用して同様に透過部青色画素を形成した。各色透過部画素
の膜厚はいずれにおいても２．０μｍであった。当該透過部画素の色特性を表１に示す。
また、当該透過部画素の分光透過率を図１～３に示す。
【００８３】

【表１】

　（反射部画素の形成）
上記で得られた赤色着色組成物２を、先に予め透過部画素を形成したガラス基板にスピン
コーターで塗布した後に、クリーンオーブン中７０℃で２０分間加熱乾燥し塗布基板を得
た。この基板を室温まで冷却後、超高圧水銀灯を用い、フォトマスクを介して紫外線を露
光した。その後、この基板を２３℃の炭酸ナトリウム水溶液を用いてスプレー現像した後
、イオン交換水で洗浄し、風乾した。さらに、クリーンオーブン中で、２３０℃で３０分
間焼成を行ない、基板上に反射部赤色画素を形成した。次に緑色着色組成物２を使用して
同様に反射部緑色画素を形成し、さらに青色着色組成物２を使用して同様に反射部青色画
素を形成した。各色反射部画素の膜厚は、いずれにおいても２．０μｍであった。
当該反射部画素の色特性を表２に示す。また、当該反射部画素の分光透過率を図４～６に
示す。
【００８４】
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【表２】

　（配向膜形成工程（ａ））
配向膜材料（日産化学工業株式会社製「ＮＨＰＲ－２２９」）を、前記ガラス基板の透過
部画素と反射部画素が形成されたカラーフィルタ層の上に、スピンコーターで乾燥膜厚が
０．１μｍになるように塗布し、ホットプレート上９０℃で１分間加熱乾燥させた後、ク
リーンオーブン中２３０℃で３０分間焼成した。続いてこの基板に対しエキシマＵＶ（Ｅ
ＵＶ）を７０ｍＪ／ｃｍ２の条件で照射した後に一定方向にラビング処理を施すことによ
り、配向能を有する基板を得た。この後、反射部に対応する領域には再度ＥＵＶ処理を施
した。
【００８５】
　（液晶化合物薄膜形成工程（ｂ））
下記組成の混合物を均一になるように攪拌混合し、０．６μmのフィルタで濾過して得た
液晶化合物を、当該基板の配向膜の上に、スピンコーターで乾燥膜厚が１．６μｍになる
ように塗布し、ホットプレートにて９０℃で２分間加熱乾燥し液晶配向基板を得た。
【００８６】
　水平配向重合性液晶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９．７部
　（ＢＡＳＦジャパン株式会社製「Ｐａｌｉｏｃｏｌｏｒ　ＬＣ　２４２」）
　光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
　（チバ・スペシャリティー・ケミカルズ株式会社製「イルガキュアー９０７」）
　界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０部
　（ビックケミー社製「ＢＹＫ３３０」２％シクロヘキサノン溶液）
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５４．０部
　（位相差薄膜～光照射工程（ｃ））
次に当該液晶配向基板を、超高圧水銀灯を用いフォトマスクを介して反射部の色領域毎に
紫外線を露光した。紫外線の照射量は、反射部赤色画素領域では５００ｍＪ／ｃｍ２、反
射部緑色画素領域では２００ｍＪ／ｃｍ２、反射部青色画素領域では５ｍＪ／ｃｍ２とし
た。透過部の各色領域は露光を行なわなかった。
【００８７】
　（位相差薄膜工程～加熱工程（ｄ））
続いて、当該基板をクリーンオーブンに入れ、２３０℃で４０分間焼成を行なって位相差
薄膜付きカラーフィルタ基板を得た。
【００８８】
　当該カラーフィルタ基板の各色領域の光学異方性を測定したところ、反射部赤色画素領
域は波長６３０ｎｍの光において面内位相差１６０ｎｍで計算から求めた位相差薄膜の複
屈折率（以下単に複屈折率という）は０．１０１、反射部緑色画素領域は波長５３５ｎｍ
の光において面内位相差１３７ｎｍで複屈折率は０．０８７、反射部青色画素領域は波長
４５０ｎｍの光において１１５ｎｍで複屈折率は０．０７５であった。透過部画素は各色
領域とも位相差がほとんど認められなかった。
【００８９】
　（液晶表示装置の作製）
得られた位相差薄膜付きカラーフィルタ基板上に、透明酸化インジウム錫（ＩＴＯ）電極
層を形成し、さらにセルギャップが１／２波長となるように樹脂製の柱状スペーサーを形
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成し、各色反射画素領域に柱状スペーサーの半分の膜厚となるようにセルギャップ調整層
を形成した後、その上にポリイミド配向層を形成した。他方、別の（第２の）ガラス基板
の一方の表面のうちカラーフィルタ基板の反射画素に対応する領域に反射層を形成し、Ｔ
ＦＴアレイおよび画素電極を形成した後、同じくその上にポリイミド配向層を形成してＴ
ＦＴアレイ基板を得た。
【００９０】
　こうして準備された２つの基板のうち、位相差薄膜付きカラーフィルタ基板のポリイミ
ド配向層形成面外周部に、スペーサー粒子を混ぜたアクリルエポキシ系接着剤をシール塗
布装置にて塗布し、当該接着剤で囲まれた領域に負の誘電異方性を有する垂直配向型ネマ
ティック液晶を滴下した。続いて約１Ｐａの真空中で、このカラーフィルタ基板と前記Ｔ
ＦＴアレイ基板を位置合わせ行ないながら配向層同士が対面するよう貼り合わせた後、紫
外線を照射して接着剤を硬化させ、１２０℃で１時間焼成して液晶セルを得、この液晶セ
ルを直行ニコルの偏光板１組の間に、液晶層のプレツイスト角度および位相差薄膜の遅相
軸が偏光板の吸収軸に対し４５°となるように配し、バックライトユニットと組み合わせ
て液晶表示装置を得た。
【００９１】
　得られた液晶表示装置は、バックライトを点灯して電圧を印加した状態（透過白表示）
においては明るい白が、バックライトを点灯して電圧を印加しない状態（透過黒表示）に
おいては引き締まった黒が観察された。また、照明光下、バックライトを点灯せず電圧を
印加した状態（反射白表示）においては色付きのない明るい白が、バックライトを点灯せ
ず電圧を印加しない状態（透過黒表示）においては色付きのない黒が観察された。
【符号の説明】
【００９２】
１・・・カラーフィルタ基板　　２・・・ガラス基板　　３・・・カラーフィルタ層　　
４・・・液晶固定化層（位相差薄膜）　　４Ｒ・・・反射部赤色画素領域　　
４Ｇ・・・反射部緑色画素領域　　４Ｂ・・・反射部青色画素領域　　
４Ｗ・・・透過部画素領域
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解决的问题：提供一种具有光扩散层的液晶显示装置及其制造方法，该
液晶显示装置能够解决在通过滤色器进行多色显示时的相位差问题并获
得良好的可见性的液晶显示装置。 液晶层夹在具有第一偏振片和滤色器
层3的基板与具有第二偏振片的基板之间，该第二偏振片的吸收轴方向与
第一偏振片的吸收轴方向相差90°。 在彼此相对布置的液晶显示装置中，
滤色器层3由具有两种或更多种颜色并且包括反射部分和透射部分的像素
构成，并且在两个基板之间设置有由液晶固定层4构成的延迟薄膜， 对
于对应于每种颜色和/或反射部分/透射部分的每个像素区域，至少一层相
差薄膜具有不同的双折射率，并且该双折射率为0.75≤Δn[ fr] /λd[fr]≤1.
35，并且与像素的透射部分相对应的区域具有满足以下公式的面内双折
射：Δn[t] -3，并且 相应区域具有雾度值并散射光。 [选择图]图7
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